
まちづくり交流フォーラム研究集会“99”in　GIFU終了報告


●10月2日から12月5日まで２月間にわたり／岐阜県全域18ケ所（会場）でリレー式に／オープンと総括の全体集会・１５のテーマ別集会・各種フィールドワークなどが行われました。

●今、フォーラムで出会った「ＮＰＯや市民」の方が、当該地域や岐阜県レベルのネットワークづくりに着手されています。「市民」や「企業」、「行政」、「学者」も一緒に。立場は違っても、「まちをつくる」のは、そこに住み、且つ様々に関与する様々な人々の”参加”が必要です。

●来年の三重集会に向け、今までの成果を活かせるように、同時に地元三重にとって意義あるものにするために意見交換を開始しておられます。広域的な交流がどういう成果を生むのか、市民からの「提言」が可能になるかどうか、これからの作業にかかっているとのこと。関心のある皆さんの企画・準備段階からの参加をよびかけておられます。

●「まちづくり交流フォーラム」は、１９９８年から２０００年にかけて、研究集会を愛知・岐阜・三重の三県を舞台にリレー開催し、市民主体のまちづくりの経験を交流し、”２１世紀におけるまちづくりのあり方”を研究、一定の提言をまとめようとしています。ハード的なまちづくり論だけでなく、福祉や環境、文化・教育といったソフト面からもアプローチし、「全体像や共通項・キーワード」などを探したいとの考えだそうです。

●以下、改めて、１５のテーマを紹介します。（独自の企画を持って参加頂いても結構とのこと）

①「防災とまちづくり」／②「協働型まちづくりの主体とシステム」／③「水と緑。里山を活かす」／④「よみがえれ農山村。農山村と都市の共生ネットワーク」／⑤「中心市街地の活性化」／⑥「人にやさしいまちづくり」／⑦「多文化共生のまちづくり」／⑧「子どもたちとまちづくり」／⑨「地域の歴史・文化・環境を活かすまちづくり」／⑩「メディアで地域をつなごう」／⑪「ジェンダーフリーのまちづくり」／⑫「まちにやさしい人づくり」／⑬「人と水の接点を大切にしたまちづくり」／⑭「住民参加による自然環境・まちづくり」／⑮「ＮＰＯをつくる。主体をつくる」

●作業は、原則、ボランティアだそうです。ちなみに、今年の岐阜集会は以下の概要です。

○フォーラムのパネラーや講師およそ１００名、実行委員や裏方スタッフおよそ１００名。

○費用総額、４００万円。講師・パネラーの謝金は一部のみ、実行委員は無給。講師・パネラーに交通費などの実費を払えたケースも全体の１～２割とのこと。ほとんど自費。

・全体集会・共通経費関係の収入（これで、印刷・会場・通信・交流会費などを支出）

企業協賛等：１１０万／岐阜県共催分：９０万／参加費等収入：４０万／フォーラム負担：２０万。

・テーマ別集会関係の収入（累計）＊未集計部分あるとのこと。（同上）

　　　開催地自治体などの支援（会場費に絞る）：およそ５０万／参加費等収入：およそ１００万

　”市民は自前で動き出している”ということでしょうか。

●ポイント的な感想や事例を紹介します。詳しくは、現在「報告書」を作成中とのこと。

1 高山市での集会が注目されるとのこと。

　午前９時から午後９時まで１２時間、市役所ホールでマラソン集会、延べ１４００人の参加者。”高山の市民活動全部集まろう。特別なことはしない、日ごろの活動を互いに交流しよう”というコンセプト。市民が横一線に並んだため、行政もタテ割りをこえて横の連携を作って支援、その相乗効果がこの成果につながった。集会当日、インターネットによる実況中継へのアクセスは約５００件だった。総括会議では、「来年もやろう」「恒常的ネットワークをつくろう」などの意見が出ている。６万人の町で１４００人の参加があったことは驚異的。一つの交流モデルを提起しているようです。

②、岐阜県との共催をはじめ、開催地自治体から後援を頂き共に事業を準備、また地元の企業や財団から協賛頂き、財政的・組織的補強に大いに役立ったとのこと。パネラーにも加わって頂き、行政や企業の立場からのアプローチと市民サイドのアプローチの突き合わせが出来、「協働・パートナーシップのまちづくり」が実際の事業を通して体験･体現できたとのこと。

③、「まちづくり」への関心は予想以上に高い。”まち（公共空間）”をオーナーであり、利用者である市民の目から見直し、市民が主体となったシステムに作り変えようとする試みが色々な立場や角度から各地で行われている。この動きの出会いと交流の場を作ることはそれだけで十分な意味がある。ニーズもある。とはいえ、一歩進んで、その内容やあり方について議論し、２１世紀の”まち”の全体像を総合したり、手法を開発していくことも十分意義があるとの考えで来年の準備をするとのこと。

④、個々のテーマへの関心が他のテーマへの関心に広がらない。全体や共通項を見つけ出す作業に困難が多い。時間不足から議論にまで至らない。これらを克服するには、分科会同士の交流討論を企画すること、フィールドワークや交流会を組み入れること、議論・激論を仕組むこと、時間を十分かけることが必要だとのことです。

「ＮＰＯ法人への優遇税制措置創設」の署名にご協力下さい。
「ＮＰＯ連絡会（よろず相談センター）」（代表世話人：大西光夫）

＊社団・財団・任意団体を含む広義のＮＰＯ、営利法人、行政などの団体関係者が対象で、国会へ働きかけるためのもの。第１次締切は、12月20日でした。第２次追加署名の訴えです。

＊全国3000件が目標でもう少し必要。ご協力下さい。すでに頂いた方は、ありがとうございました。

＊署名運動は、「ＮＰＯ/ＮＧＯに関する税・法人制度連絡会」の取り組みで、制度連絡会は全国のＮＰＯ/ＮＧＯの支援センター２８団体による組織です。ＮＰＯ連絡会も入会しています。
●賛成の方は、12月31日までに、本会宛に、メール又はＦＡＸで送信下さい。
　　■メール：ＶＥＣ02315＠ｎｉｆｔｙ．ｎｅ．ｊｐ　　　　■ＦＡＸ：０５２－９３０－０７００
●各団体から代表で１名（代表や理事、担当者）が署名下さい。（複数は不要です）
　　　団体名／　署名者名／　肩書　　だけご連絡下さい。（住所などは把握しています）
●税制優遇措置の要望事項は下記のとおりです。
（１）寄付金に対する免税措置を講ずること
（２）収益事業に関するみなし寄付金制度を設けること
（３）不動産寄付の場合の免税措置を講ずること
（４）税制上の優遇措置を与えるための認定基準や認定手続を明確にすること
（５）独立した認定機関を設置すること

●要望内容に関して詳しい資料があります。必要な方はご連絡下さい。送ります。
ここから下の部分を送信下さい


『NPO法人に対する税制優遇措置創設』に関する要望書に賛同いたします。
ご氏名　　　　　　　　　　  　　　　     　　　　役職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属団体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                                              Ｎｏ，10／1999･12･22


              名古屋市東区東桜2-18-3 702 


発行：ＮＰＯ研究所／TEL&FAX052(930)0700





●「まち＆ＮＰＯニュース」は、「まちづくり交流フォーラム」と「ＮＰＯ連絡会（よろず相談センター）」に関わる情報を掲載している「私信」です。それぞれの「機関紙」ではありません。不用の方はご連絡下さい。





●延べ、3,250名の参加がありました。ご支援・ご参加頂いた皆さん、ありがとうございました。（ちなみに昨年は６００名。）　　　　まちづくり交流フォーラム研究集会実行委員一同








